




































































































































中国 3．9 50．0 58．6
日本 0．6 277 32．2
韓国 4．9 98．4 96．9
シンガポール 13．2 565．9 406．0
マレーシア 17．5 175．6 185．8
タイ 7．1 134．2 139．4





























































順位 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
1 EU27（19．7）日本（13．0） 中国（18．9） 中国（22．2） 中国（23．9） 中国（16．8）
2 米国（18．4） EU27（12．7）米国（16．4） 米国（11．0） EU27（12．8）日本（15．3）
3 香港（13．8） 韓国（10．2） EU27（12．5）EU27（10．7）米国（10．4） EU27（10．0）
4 日本（8．1） 香港（8．6） 韓国（8．1） オーストラリア（613） 日本（6．0） 米国（9．0）
5 韓国（4．5） 台湾（8．5） 台湾（6．3） サウジ（5．3） 香港（5．4） サウジ（6．1）
その他（35．5）その他（47．0） その他（37，8）その他（44．5） その他（41．5）その他（42．8）
香港 シンガポール 台湾
順位 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
1 中国（49．9） 中国（45．8） 香港（11．6） EU27（13、8）中国（26．6） 日本（20．8）
2 EU27（13．6）日本（9．2） マレーシア（11．5） 米国（11．9） 香港（14．5） 中国（14．0）
3 米国（11．2） EU27（8．O）中国（9．7） マレーシア（11．6） 米国（11．6） 米国（10．5）
4 日本（4．3） 台湾（7．2） インドネシァ（97） 中国（10．5） EU27（10．5）EU27（9．0）
5 台湾（2．3） 韓国（4．9） EU27（9．6）日本（7．6） 日本（7．1） 韓国（6．0）
その他（18．8）その他（24．9） その他（47．9）その他（44．5）その他（29．7）その他（39．8）
マレーシア タイ インドネシア
順位 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
1 シンガポール（14．0） 中国（14．0） EU27（11．9）日本（18．7） 日本（15．9） シンガポール（16」）
2 中国（12．2） 日本（12．5） 米国（10．9） 中国（12．7） EU27（11．7）中国（14．5）
3 米国（11．0） EU27（11．7）中国（10．6） EU27（9．1）中国（9．9） 日本（10．2）
4 EU27（10．9）米国（11．2） 日本（10．3） マレーシア（6．4） 米国（9．3） EU27（9．O）















































































輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
中国 日本 韓国 香港 シンガポール 台湾 マレーシア タイ インドネシア
出所．World　Bank、　Statlstics　Database，　October　2010より作成
※12：The　Economist，　Jan　7　th　2010（http：／／www．economist℃om／node／15211682）．
※13：経済産業省編「通商白書平成22年版」日経印刷、2010年、p．222。
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8て未分類製品に分けられる。図　　［図表9］中国の品目別貿易高の推移（2000－8）
表9が示すように、2002年以降　　16；甜5D
の輸出急上昇は工業製品の増加に
　　　　　　　　　　　　　　　　　14000よってもたらされたものだが、中
でも機械・輸送設備の伸びが群を　　　12000
抜いており、繊維製品・ゴム製品・
　　　　　　　　　　　　　　　　　10000冶金製品と雑項目製品の伸びも大
きい。輸出の伸びとともに輸入も　　8000
増加し、やはり機械・輸送設備の
　　　　　　　　　　　　　　　　　6000
伸びが著しいが、生産を支えるエ
ネルギー資源の需要増加に合わせ　　4000
るように鉱物燃料・潤滑油及び関　　　2000
連原料項目が急増している。つま
製品が増大すればその生産に関　　醗未分類製品羅滞項目製品園機械’輸送設備口碧綴2’ゴム紬珍艦鑑冒
連する中間財や資本財そしてエ國瓢轡’■瓢‖酬口非食用原材料図飲料品煙草■食料品・食用・物
ネルギー資源の輸入が増大する産　　出所：中国国家縮帽’縮＋データ「中国縮＋年鑑2009」より作成
業構造が出来上がっていることが読み取れよう。　　［図表10］ASEANの貿易品目構成（2009）
　次にASEANの場合を見てみよう。図表10は　　百万usD
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　900，000．0
輸出で642％、輸入で66．0％を占めるトップ10品
目を上げたものであるが、これを見てもわかるよ　800ρ00’0
うに、ほとんどが工業製品とエネルギー資源から　700ρ00・0
なり、それらの品目順位もほぼ同じである。それ　600ρ00．0
はつまりASEANでも、前述の中国同様の産業間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　500．000．0貿易構造が存在していることを意味する。
　次に節を改めて投資について見てみよう。　　　400’000’0
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　300ρ00，0
　2．2　東アジア地域経済における投資　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　200，000．0
　まず東アジア地域に直接没資（以下、FDD形態
で流入してきている外資量について見てみよう。　100ρ0α0
そもそも金融危機が引き金となって、2008年の世　　　　o　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　輸出　　　　　　　　　輸入
界のFDIは全体として一157％の落ち込みを記録鐙2：。そ。製．　巳講慧響糠瓢
した。ただし先進経済圏では一295％だったのに　□碧鶴轟纏雛躍賢議ぴ　．プラスチ房製品
対して、開発途上経済圏では115％の上昇であっ　咽籔㌶雛講塁㌶㌶器、麗肩鶉1¶糟竺謡脇嘉一
た。09年にはさらに落ち込みが進み、先進経済圏　　鶴欝議欝ξ灘糟瀦　　画翻勢叛鉱物油製品’
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　及び附属品　　　　　　　　　　　盟電気機械、音響／テレビ装置および
で一44．4％、開発途上経済圏でも一24．1％となり、　■有機化学品　　　　　　　部品
世界全体では一371％を記録した※14。　　　　　　　出所：AsEAN公式サイト’As臥Nstatj5」uly　2010より作成
　こうした状況下で、東アジアのFDIがどうであったかというと、図表11が示すように、中国、香港、
※14：UNCTAD，“UNCTADSTAT，”201009－17：httpl／／unctadstat．unctad．org／
［図表11］東アジア諸国・地域への直接投資（2000－9）　　　　　　　韓国、インドネシア、ヴェト
百万USD　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ナムといった国々では08年に120000
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　も前年より増加した。特に中
100000
80000
60000
40000
、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’・・　　、　　　　　　　吟．
・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，ぽ’　　　、・・．㌧　　　　　　　　　　　　声／ゴ　　　　、、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、’
　’　．，：…’凹’’”“’ぜ　　　　　．．．．．．・…△
甑・・　ぷ妾．1遮バ　　　”＿　・一　 后1蔑、ノ　…．．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→一中国　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国では297％増と著しい。さ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・誉香港
　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・舎シンガポール　すがに09翌年にはどの国で
　　　　　　　　　　　　　　．　　　→←タイ　　　　も減少し、08年に激減した
姶　　　　　　　　　　　ザ”　　　　　°　　　　、　　　ンンガポールのみが多少増加
＼　　　　　ノト…ゴ　ゴ”A．　　　　・◆インドネシア　　に転じた。減少率からだけい
2°°°° 念・主こ、一ぎ・．：魯’“・ ，二　△一掛ナムえばマ・一シア・イ・ドネ
　　　o　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ンア、ヴェトナム、タイがそ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　れぞれ一81．1％、－47．7％、　－20000
　　　　2000200120022003200420052006200720082009　　　　　　　－44．1％、－304％で、中国、
出所1UNCTAD，’UNCTADSTAT”，2010－09－17より作成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　香港がそれぞれ一12．3％、
－ 18．7％であったのと比べれば、一般的にASEAN諸国への投資減少が著しいといえる。この背景には、
ASEAN諸国へのFDIのほとんどが域外からの投資からなり、それらは絶えず他の東アジア諸国・地域、
特に中国と比較の上で実行されるようになっているからだ。世界的に市場が収縮する状況では、なお開
拓の余地がある巨大な国内市場を有する中国に事業の拡大・維持を期待する流れが強まるのは当然であ
り、多少減少したとはいえ、2009年にも巨額のFDIが中国へと流れ込んだわけである。
　対中投資を国・地域別で見ると、ヴァージン諸島（英）、ケイマン諸島（英）、サモア独立国といった、
いわばタックス・ヘイブン※15を利用した国籍不明の資金が相変わらず多いことがわかる（図表12参照）。
こうした地域からの資金の出所は欧米のものがほとんどと見られており、果たして09年には欧米資金の
収縮と連動するようにこうした地域からのFDIが減少している。ところで対中FDIの中で投資額が最大
で、投資割合が51．1％を占める香港もその少なからぬ部分は中国本土資金の外資を装った「迂回」投資と
いわれている。香港からの
　　　　　　　　　　　　　　［図表12］　中国へのFDI（2006－9）
FDIが09年に前年比で123％　　百万ドル
も増大したのは、中国政府肝　　10卯00
いりの4兆元に上る内需拡大　　9軌ooo
策に呼応した動きといえるか　　孤000
もしれない。　　　　　　　　　70ρ00
　興味深いのは、国としては　　60ρ00
日本とドイツからのFDIが　　馳ooo
増加した点である。それぞ　　4卯00
れ124％、35．2％増であった。　　30ρoo
近年これらの国では余剰資本　　20’000
が多いのに国内投資需要が十　　10’OOO
分でない状態が続いている。　　　0　　2006　　　　2008　　　　200g
特に日本では、金融危機後、　出所，中国国家縮＋局「中国統計年鑑2010」より作成
410ヨ6 46ρ75
27，703
宅
蓑 ．、
’
圏香港
睡因ヴァージン諸島〔英）
［コ日本
咽シンガポール
■韓国
吻ケイマン諸島（英）
■米国
圏8台湾
［：コドイツ
圏その他
※15：これはOECD判定基準による。ただし、近年OECDの強い働きかけにより、リストアップされた各国・地域は透明
性を上げる公約を行ない、09年5月までに「非協力的タックス・ヘイブン」はなくなった（OECD．“List　of　Uncσoperative　Tax
Havens．’：http：／／www．oecdρrg／document／57／α3746en2649＿33749＿30578809」＿1＿1＿1．00』1tm1）。ただその実行度には差があ
る。
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［図表13］中国の国民総支出の推移（2006－9）　　　　　　　　　　　　　世界の余剰資金の円還流
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　み、国内生産から国外生
350，0000　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　産ヘシフトする企業が増
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　圏純輸出　　　　　っながっている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎜総固定資本形成　　と同時に、政府が大規模
200，000．0
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　口政府消費支出　　　な景気刺激策を採ったこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　口都市部個人消費　　（GDE）は、以前と比べ
100，000．0
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　低下したとはいえ、2009
　50，000・o　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年も前年比で9．6％増加
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　した。ちなみに、2008
　　　0．0
　　　　　　2006　　2007　　2008　　2009　　　　　　　　年は18．5％増であった。
　出所　中国国家統計局「中国統計年鑑2010」より作成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ただ各支出項目の伸び
率を見ると、都市部個人消費が11．1％、農村部個人消費が4．9％、政府支出が6．3％、総固定資本形成が
22．3％、在庫変動が一24．0％という状況で、大規模な総固定資本形成の投資需要と一部都市住民の消費
需要が主役の成長であることがわかる（図表13参照）。総生産（GDP）項目で見ると、建設の伸びが19．5％
と最も高く、以下金融（19．3％）、卸小売業・貿易・外食（10．7％）、農林漁牧（4．5％）、交通・運輸（4．2％）、
工業（3．8％）と続く。こうした数値から見えてくることは、中国の成長がなおも投資需要偏重で、個人消
費は依然として低いまま※16、外需依存が持続している経済実態であり、産業、地域、企業・機関・組織、
個人、様々な領域で広がる格差の構造的要因となっている。
　好調な輸出で経済回復が進む韓国でも2010年にはFDIが頂調に流入し、前年比で12％増となった。そ
のことについて、韓国知識経済省は、新たなエコ型成長産業を構築しようとする国家努力が生物医学、
太陽エネルギー、風力発電といった分野で海外投資を呼び込んだと誇らしげに表明している※17。
　韓国の場合、2009年の国民経済は3．6％の成長を果たしたが、それを牽引した需要は政府支出の増加
（8．5％）と総固定資本形成（3．6％）、それに輸出減（－2．5％）を大幅に上回る輸入減（－12．1％）で生じた大幅
な純輸出（41兆6452億ウォン）によるものであった※18。韓国もまた中国同様、個人消費は成長の強い牽引
力とはなっていない。果たして韓国の個人消費／GDP比率は1970年代初頭には80％以上あったが、成長
過程とともに下がり続け、2009年には53％まで落ち込んでおり、どう引き上げるかが焦眉の問題と認識
されている※19。
　ここまで中国と韓国の事例を見てきたが、その投資構造の特徴は内外の余剰資金が総資本形成に投じ
られ、有効需要の中の個人支出の割合が低いことである。この特徴は日本にも、そしてASEAN諸国に
も見いだせる。それゆえ東アジア地域経済では、成長過程で一層蓄積が促進され、GDPに対する個人消
費の割合が低下する傾向にあると結論できる。
※16：1981年に67．1％あった最終消費率は2008年には48．6％まで低下している。これらの数値から政府支出分を引いた民間消費支
出はそれぞれ52．4％、35．2％とさらに低くなる（中国国家統計局「中国統計年鑑2009」より算出）。
※17：The　Korea　Herald，2010－1227：http：／／www．koreaherald．com／business／DetaUjsp？newsMLId＝20101229000863．
※18；Korean　Statistical　Information　Service，　Statistical　Database：http：／／kosis．kr／nsieng／view／statlO．do．
※19：RHEE　Tae－Hwan．“Expected　Post－Crisis　Changes　in　the　Korean　Economy，”SERI　Quarterly，　Vol，3No，4．2010，　pp．45－7，
3．東アジア地域経済の問題点
　3．1東アジア地域経済が抱える問題
　我々はこれまで貿易と投資面から東アジア地域経済の現状を見てきたが、①最終財として欧米市場
に向けた生産・貿易では中国の比重が圧倒的となり、それを軸としてASEAN＋日中韓の一次産品、中
間財、資本財の相互依存的生産・貿易分業体制が出来上がっていること、②そうした体制作りに果たす
外資の役割がなおも大きいこと、③経済成長とともに地域経済の購買力も高まり、内需の規模拡大も進
展しているが、需要構造は個人所得の割合が伸びず、依然として投資依存型であることが確認できた。
次にそうした現状が内包する問題点を改めて捉え返すことによって現在好調な経済状況の先行きを展望
してみよう。
　ところで、我々はこれまで東アジア地域経済を考察するにあたって、それを構成する国を分析単位に
進めてきたが、グローバル時代の今日ではそうした分析視角だけでは実態を正確に捉えられない。その
点に関して代表的論客のサ春志氏は、「東アジアで現実に進行する経済過程は、『国民経済』の発展連鎖
とその統合ではない。この地域の経済的一体化と異質な産業構造はともに、多国籍企業と現地企業が織
り成す相互作用の産物にほかならず、（分析単位を国に置き、成長を自立的な『国民経済』の成長と同一視
する）方法論的ナショナリズムでは、東アジア経済の実態は正確に捉えることはできなくなる。したがっ
て、その構造と動態を把握するには、よりミクロの視点＝企業レベルの活動実態にまで踏み込んだ分析
が必要とされているのである」※20と述べ、「生産ネットワーク分析」を推奨する。ここでいう生産ネット
ワークとは、「価値連鎖（value　chain）の諸機能、諸段階を異なる企業に担わせると同時に、最も効率的
に遂行できる場所に空間的にも再配置した階層的な分業体制」を意味するが、「ネックワークに参加する
アクター間の相互利益を否定するものでない」※21点でかつての「中枢一周辺」従属論と異なる。
　確かに、外資系企業の事業が世界の産業構造に大きな役割を果たす現在、それを押さえず地域経済
の理解はありえない。そこで生産ネットワーク論的にみると、東アジア地域経済の生産・貿易構造は、
1980年代半ば以降の急激な円高を機に進んだFDIで構築された日本企業による垂直的分業ネットワーク
と、同時期に分権的水平的分業ネットワークを本格的に構築した米国企業の熾烈な競争が作り上げた産
物ということになる。ただこうしたネットワークとの連結の中でOEM（発注元企業ブランドで販売され
る製品を製造）を通じてNIEs現地企業も育ってきた。かくして「東アジアの生産構造は、日系企業のハ
イテク部品・資本財供給体制を基底として、日米両多国籍企業が価値連鎖の両極を抑えつつ、その内部
で複雑な相互作用を繰り広げる分業構造によって成り立っている。」※22
　もちろん東アジア地域経済の方向性がこうしたミクロ・アクターを中心に全て説明できるかというと
話は別である。特に中国の比重が極めて大きい今日、その政府がどのような政治的経済的判断を下すか
は大きな方向性規定要因となる。というのも、ミクロ・アクターである企業は多国籍企業であろうと、
まずはビジネス環境を所与として選択する存在であり、マクロ・アクターたる政府が大きければ大きい
ほど受動性が強まり、影響力も限定的になるからである。個別資本自体は必ずしも国籍性に拘らないだ
ろうが、その現実の運動においては時として国籍を大いに活用しようとするし、国家も個別資本に対し
て国益への寄与を求める。したがって、東アジア地域経済が今日のような姿を取るようになった所以は、
※20：サ春志「東アジア地域生産ネックワークの展開」、座間・藤原編著『東アジアの生産ネットワーク』ミネルヴァ書房、2003年
所収、p．11。
※211同上、p．12。
※221同上、p．29。
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多国籍企業による国際的な資本運動と輸出志向工業化での加速的蓄積を図る各国政府の政策選択の相関
にあったというべきであろう。
　東アジアに未曾有の成長をもたらしている生産・貿易構造は、既に指摘したように中国による欧米へ
の巨額の最終財輸出で完結する循環構造を持つ（1．1．2．1参照）。しかも、輸出される工業製品のほと
んどは製造工程が標準化したある種の汎用品である。それは取りも直さず、東アジア地域経済全体が欧
米の有効需要に左右される脆弱な依存構造にあることを意味する。事実、通常欧米との貿易黒字が生み
出す外貨準備の多くをTB（財務省証券短期割引債）などの国債購入の形で還流させて有効需要の維持に
努めねばならず、現在日本と中国がその主要な担い手となっている。そして余剰資本が米国でバブル経
済を引き起こすと引き摺られて過剰生産に陥る可能性を有している。
　3．2問題解決の可能性について
　2008年の金融危機以後、東アジアでは前節で述べてきた構造から脱却できるかが焦点になっている。
先のサ氏は、「世界銀行やIMFは、　BRICsを代表とする新興国との相互依存の高まりによって、東アジ
アは米国景気との連動性を弱めており、危機の影響は比較的軽微なものにとどまるとする『デ・カップリ
ング（de－coupling）』論に傾斜していた。たしかに東アジアの対中輸出は増大し、中国の市場としての重
要度は高い。だがその中国の成長を牽引する完成品輸出の約6割が欧米市場に吸収されている。そして
東アジアの対中輸出の70％以上は、その完成品を作るための中間財なのである。デ・カップリングは神
話に過ぎない」※23と言い放つ。
　ところで、中国メディアは温家宝首相が2010年3月に行なった記者会見を踏まえて次のように報じて
いる。すなわち、「中国の輸出の半分は加工貿易によるもので、輸入部品が中国国内の工場で組み立て
られ、60％は外資系独資企業や合弁企業によって生産されている。『それゆえに、中国との貿易を制限
することは自国企業の経営困難を引き起こすのに等しい』と首相は語った。商務省の統計によると、昨年
中国の輸出財の559％は外国企業によって生産されている。ハイテク製品では83％、電機製品では75％
が外国企業製品という比率であった。そして米国に輸出されたハイテク製品の90％強が外国企業製だっ
た」※24、と。
　中国要人のこうした発言は欧米の〈貿易不均衡是正＝人民元引き上げ〉要求を拒む言い訳とも見なせる
が、むしろ先進国を自国の加速的蓄積戦略に「引き込んだ」強みが感じられないだろうか。中国は先進国・
地域からの資本を引きつけ、工業製品を比較優位財として輸出を行ない、巨額の黒字を上げている。し
かしその一部は内需拡大のため国内投資に充てながらも、大部分は厳しい為替管理によって不胎化（国内
通貨に転換させないこと）する。そうすることで中国は一石三鳥を狙う。国内インフレを抑え※25、貿易
の不利化を回避し、外貨を自国商品の需要創出につながるTBなどの外国債購入一その最大の購入先は
なおも米国一に充てられるからだ。筆者にはここにグローバル経済を逆手に取る中国のしたたかな成長
戦略があるように思える。果たして中国は現在、ギリシアとスペインの例が示すように、財政危機に直
面したEU各国のTB購入にも積極的に乗り出し、それと引き換えに市場の確保を行なっている※26。
※23：サ春志「東アジアの成長と生産ネックワーク変容の力学」坂田幹男編著『中国経済の成長と東アジアの発展』ミネルヴァ書
房、2009年所収、p．117。
※24：CHINA　DAILY，20100316：http：／／www．chinadaily．comcn／bizchina／201（LO3／16／content＿959894　Lhtm
※25：インフレ抑制のための金融政策としては、外貨流入を誘発する金利引き上げより、むしろ預金準備率の引き上げを選択す
る。2010年初の16％からα5ポイントずつ数次にわたって引き上げ、2011年1月現在19％と極めて高い水準に達している。
※26：2011年1月5日、中国はスペイン国債を買い支えることを一方、スペイン政府と総額75億ドルの政府合意およびビジネス契
約に調印した。
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　金融危機後、最初に深刻な財政危機に陥ったギリシアに対し、2010年6月には両国の商工会議所がビ
ジネスフォーラムを開催し、ピレウス港の近代化※27などの大型投資商談をまとめる一方、10月にはギリ
シア国債の買い増しを約束した。
　アイルランドに次ぐ財政破綻が取りざたされるスペインに対し、李克強副首相らが2011年早々訪問
し、スペイン国債60億ユーロ程度を購入する意向を表明した。その一方で、両国は年内の貿易高を400
億ユーロ相当とする方針を取り決めるとともに、レプソルのブラジル資産の権益を中国石油化工（シノ
ペック）が取得する71億ドル相当の契約などの大規模な契約に調印した※28。
　中国は今後ともさまざまな形で潜在的販路の需要創出能力を高める努力を続けていくものと思われる。
他方で中国はまた世界の資源確保にも熱心に取り組んでいる。アジア・オセアニアはもちろん、アフリ
カ、ラテン・アメリカにも積極的な経済外交を仕掛けており、これらはすべて中国経済の最速成長の実
現を図るための仕組みづくりといえる。ただ問題は、一方が貿易不均衡による蓄積を持続させれば、他
方は巨額の債務を積み上げ、早晩債務の支払いに行き詰まり、この構造は破綻せざるをえなくなること
である。金融危機後の多少の内需拡大と貿易の多角化によって東アジアは成長を持続させているが、既
に見てきたように基本的な生産・貿易構造は変わっておらず、不安定要因はそのままだといえる。そし
てここには次のような矛盾も孕んでいる。
　第一に、グローバル化の中で強まる競争によって労働供給側は不利化し、経済格差が広がる。先進国
でもその状況は同じで、個人消費の有効需要は相対的に低下し続けている。そのため投資が需要を支え
る構造になっている。つまり、常に過剰供給の可能性を孕んでいるということである。
　第二に、国力アップに取り組む東アジア諸国、特に中国は、当面インフラ整備、国内企業支援、研究
開発推進などで投資に力を入れざるをえず、個人消費の伸び率は投資に後れをとる。このため、成長に
見合った豊かさを実感できない階層の不満を募らせかねない。
　第三に、多国籍化で収益を高める企業の膨大な余剰資本は、金融市場への周期的な大量流入となり、
節操のない金融資本によって行なわれるマネーゲームはバブル現象を生み易い。東アジアもそれに巻き
込まれ、諸物価の著しい変動、その崩壊による需要縮小などの影響を受けかねない。
　第四に、先進国から開発途上国間へのFDIには工業的偏りがあり、アジア地域経済でも類似の競合製
品が生産され、資源・販路確保を巡る摩擦が起こり易くなる一方、不採算外資系企業の市場退出で現地
は大きな負の影響を受け易くなる。
　したがって、東アジア地域経済の成長持続の可能性はこうした問題の解決次第ということになろう。
成長条件には恵まれているが、従来の在り様は早晩成長の姪桔となるであろう。地域経済がこうした矛
盾を解決して前進するためには、やはり消費と投資の釣り合いのとれた成長方針と他の地域経済との協
調的ルール・枠組みづくりが不可欠といえよう。その点については稿を改めて論じることにしたい。
※27：People、　Daily　Onlineはこのフォーラムについて伝える中で、図らずも「（港の近代化投資は）ピレウスが中国製品・サーヴィ
スの欧州への主要な入り口となる助けになる」と記している（http：／／englishpeopledailycom．cn／90001／90776／90883／702124α
html）。
※28：ロイター、2011／01／06：http：／／lp」euter＆com／article／JPgreece／idJPJAPAN－18900720110106。中国は他方で巨額の外
貨準備の多様化のために日本国債や韓国国債も買い進めているが、こちらの方は適当な時期に利益確定売りをするなど、外貨
準備を運用する投資家としての「正常な調整」との見方もでている（AsahLcom、2010／10／11：http：／／www．asahi．com／business／
update／1010／TKY201010100323htmD。
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